
平成２３年総合政策委員会 開催状況 

 

開催年月日  平成２３年（2011 年）９月１２日 

質 問 者  自民党・道民会議 北原 秀一郎 委員 

答 弁 者  総合政策部長、計画推進局経済調査・土地水担当局長 ほか 

 

二 北海道水資源の保全に関する条例（仮称）の検討状況について 

 

○北原 委員 

 ただいま条例につきまして、説明をいただいたところでございます。私は水資源の条例につきましては、

安全、安心を守るために重要な条例だと考えておりますので、何点か簡単に質問をさせていただきたいと思

います。 

 

（一） 水資源保全地域に関する指針について 

 

○北原 委員 

 はじめにまず条例の根幹であります水資源保全地域に関する基本指針並びに地域指定ということで謳われ

ておりますけれども、具体的にどのような内容を考えているのか伺いたいと思います。 

 

○計画推進局参事 

 水資源保全地域に関する基本指針についてでございますが、この基本指針では、水資源保全地域に関する

基本的事項や水資源保全地域の指定に関する事項、また、水資源保全地域において土地所有者や土地利用者

が配慮すべき事項を定めてまいりたいと考えております。 

 このうち、まず水資源保全地域に関する基本的事項といたしましては、本道の水資源に係る現況や保全す

べき状況、水資源の保全に向けた関連施策の推進、水資源保全地域の指定の意義などを記載することを考え

ております。 

 次に、水資源保全地域の指定に関する事項につきましては、区域設定の考え方をお示ししたいと考えてお

り、地表水につきましては、山間地における取水地点の集水区域の全部又は一部の区域とし、地下水及び湧

水につきましては、取水地点から一定の距離の範囲の全部又は一部の区域として、市町村からの提案などを

踏まえて指定することを検討しております。 

 さらに、水資源保全地域において配慮すべき事項といたしましては、例えば、水資源の保全に支障を来す

恐れのある土地利用は極力避けるように努めること、森林について適正な管理を行うなど水資源の保全のた

めに必要な措置を講ずるように努めることいった内容を盛り込みたいと考えております。 

 

（二）市町村からの地域指定の提案について 

 

○北原 委員 

 次に水資源保全地域の指定につきまして、市町村長からの提案によって知事が指定するということになっ

ておりますけれども、全道１７９市町村があるわけでございますけれども、このうちどの程度の市町村が提

案の対象となるのか、お伺いしたいと思います。 



 

○計画推進局参事 

 市町村からの地域指定の提案についてでございますが、水資源の保全を図るためには、水源周辺における

適正な土地利用を確保することが重要でありますことから、水道など公共的に利用される水源周辺の土地に

民有地を含む市町村におかれましては、地域指定の提案に積極的に取り組んでいただきたいと考えていると

ころでございます。 

 なお、今年４月から５月にかけて実施いたしました市町村へのアンケート調査におきましては、８１の市

町村から水源周辺に民有地を含んでいるとの回答がございましたが、現時点におきまして、どの程度の団体

が地域指定を検討しているのかにつきましては、改めて市町村に対する意向調査などを行う予定でございま

す。 

 

（二） 指定が必要な地域の把握について 

 

○北原 委員 

 今の説明では８１市町村が予定しているのではないかということで話がありました。具体的に、市町村か

らの地域指定の提案の有無にかかわらず、道としても北海道全体の水資源保全地域の指定が必要ではないか

など、実態把握が必要と考えておりますけれども、今後どのように対応するのか伺いたいと思います。 

 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 地域指定が必要な地域の把握についてでありますが、水資源保全地域の指定につきましては、市町村長か

らご提案をいただく仕組みを基本としておりますが、道として、特に必要があると認める場合につきまして

は、関係市町村のご意見をお伺いした上で、指定できるとすることにつきましても検討しているところであ

ります。 

 こうしたことから、道といたしましては、庁内関係部と連携するとともに、市町村とも情報交換を密にし

ながら、公共用水源の取水施設とその周辺地域につきまして、土地利用の現況や土地所有状況などの把握に

努めて参る考えであります。 

 

○北原 委員 

 今、土地利用の現況とか土地所有者の把握に努めるというような話がありましたが、しっかり取り組んで

いただきたいと思っております。 

 

（四）条例の実効性の確保について 

 

○北原 委員 

 次に条例の実効性の確保につきまして、部長の方から今後検討するというようなお話がありましたけれど

も、私はせっかく条例を作るということでありますので、厳しく行うことが必要ではないかなと思っており

ます。特に勧告や氏名公表など、その他色々な対応が可能ではないかと思っておりますけれども、どのよう

に今のところ考えているのか。もう一度説明いただきたいと思います。 

 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 



 条例の実効性の確保についてでありますが、この条例に基づきます事前届出制の実効性を確保するために

は、届出義務違反者に対します勧告・公表や罰則などが考えられるところでありますが、これらにつきまし

ては、地域での意見交換会などにおきまして、様々なご意見をいただいているところであります。 

 この条例によります土地取引に係る事前届出制は、当該地域の土地所有者の方々に、水源周辺の土地とし

ての重要性などをご理解いただき、土地取引が行われようとする場合には、その重要性を十分認識された上

で進められることにより、水源周辺の適正な土地利用を誘導することを目的としております。 

 こうした観点から、どのような措置が必要であるのか、また可能であるのかということにつきまして、道

議会でのご議論はもとより、条例検討懇話会におけるご意見、さらには法制的な観点からの検討なども踏ま

えまして、引き続き、検討して参りたいと考えております。 

 

○北原 委員 

 今、検討していくというお話であったと思いますけれども、基本的にこういう私権といいますか、個人の

権利に対して網をかぶせるということは、中々厳しいところもあるのだろうと思っておりますけれども、法

律的に可能なかぎりしっかりと対応していただきたいと思っております。 

 

（五）土地取得後の適正な土地利用について 

 

○北原 委員 

 次に土地利用についてでありますけれども、今回のシステムの流れでは、売主が、土地所有者が届出を行

って、その所有者に対して道が助言を行えるというシステムでございます。このことに伴って、土地を取得

した買い主がどのように土地利用について適正に行えるのかということについて、お伺いしたいと思いま

す。 

 

計画推進局参事 

 土地取引後の適正な土地利用についてでございますが、この条例におきましては、水資源保全地域におけ

る適正な土地利用を推進するため、知事は、水資源保全地域に関する指針に沿いまして、届出者である売り

主に対しまして、助言する仕組みを検討してございます。 

 その助言内容は、水資源の保全に当たりまして土地所有者が配慮すべき事項のほか、当該地域におきまし

て、土地取引や開発行為を行う場合に必要な手続について、分かりやすい形でお示しすることを考えてござ

います。 

 こうした助言内容につきましては、土地取引の契約前に、売り主から買い主に明示していただくこととし

たいと考えてございます。 

 さらに、知事は、新たな所有者である買い主に対しましても、指針に沿いまして、適正な土地利用に向け

た助言ができることとし、これによりまして、土地取引後におきましても、水源地における適正な土地利用

を誘導できる仕組みとして参りたいと考えております。 

 

（六）水源地の公有地化について 

 

○北原 委員 

 次に、地域との意見交換の中で、水源地の公有地化の推進とそうした市町村の財政支援について色々な意



見があったと承知しているところでございますけれども、このような意見に対しまして、どのように対応し

ていくのか、お伺いしたいと思います。 

 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 水源地の公有地化についてでありますが、本年４月から５月にかけて実施いたしました市町村へのアンケ

ート調査におきましては、水源地周辺に民有地を含んでいる８１の市町村のうち、１３の市町村が公有地化

を進める予定であることが示されております。 

 また、委員御指摘のとおり、地域の意見交換会におきましても、水源地の公有地化の推進について、多く

のご意見をいただいているところであります。 水資源を保全していくためには、水源地の公有地化が有効

な手段の一つになるものと考えており、北海道市長会や北海道町村会と連携し、国の財政支援の充実に向け

た要望事項について、現在、検討を行っているところであります。 

 具体的には、市町村が水源地の公有地化を進める場合、過疎対策事業債の起債対象とすることや、現在、

森林について起債対象となっております地域活性化事業債の対象事業の拡大や財政措置の拡充などを図るこ

と、こういったことを想定しているところであります。 

 

○北原 委員 

 今、８１市町村の対象の中の１３団体が公有地化を進めたいということでの答えがありました。是非、そ

の他の団体につきましても、このような形で進められるように取り組んでいただきたいと思います。 

 

（七）森林政策の連携について 

 

○北原 委員 

 最後に、水源地の保全地域の指定といった今回の条例をつくるにあたりましては、やはりなんと言いまし

ても森林施策との連携が大切だと考えております。特に条例の中の基本的施策として掲げております森林の

有する水源涵養機能の維持管理といった森林政策との関わりにつきまして、今後どのように対応していくの

かお伺いしたいと思います。 

 

○総合政策部長 

 水資源保全地域に関しまして、森林政策との連携のことでございますけれども、この条例に基づいて指定

いたします水資源保全地域につきましては、その多くが森林であることが想定されますので、北原委員が言

われましたとおり、森林政策との連携が大変重要だと考えておりまして、森林の有する水源涵養機能の維持

増進を図ることが大変重要であると考えておりまして、道といたしましては、水資源保全地域の指定に当た

りましては、森林計画制度に基づく機能区分との調整を十分図って参りたいと考えております。 

 さらに、水源周辺の特性に応じました森林の計画的な整備、あるいは保全のためには、造林や保育といっ

た森林施業の適切な実施、これも大切でありますので、必要な施策を進めるなど、関係部局との密接な連携

の下、効果的な施策の推進に努めて参りたいと考えております。 

 

○北原 委員 

 先ほど部長からスケジュールについての説明がありました。このことにつきましては、条例の重要性にか

んがみて、丁寧かつ、来年から実行、成案できるようにしっかりと取り組んでいただきたいと思います。 


